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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回　　　　　次
第　39　期
第１四半期
累計期間

第　40　期
第１四半期
累計期間

第　39　期

会　計　期　間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日

自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

売上高 （千円） 650,303 768,290 2,666,459

経常利益 （千円） 53,362 27,522 220,395

四半期（当期）純利益 （千円） 201,265 20,747 339,695

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,186,300 1,186,300 1,186,300

発行済株式総数 （千株） 7,800 7,800 7,800

純資産額 （千円） 4,801,950 5,063,931 5,035,390

総資産額 （千円） 5,643,527 6,304,809 6,271,883

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
(円) 25.90 2.67 43.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 0.00

自己資本比率 （％） 85.1 80.3 80.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

　　　　　ついては記載しておりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　　　４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

　　　５．第39期は、決算期変更により平成28年４月１日から平成28年12月31日までの９ヶ月となっております。

　　　６．決算期変更に伴い、第１四半期累計期間は、第39期（平成28年４月１日から平成28年６月30日）と第40期

（平成29年１月１日から平成29年３月31日）で期間が異なっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社石井工作研究所(E01707)

四半期報告書

 2/13



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　また、当社は平成28年12月期より決算期（事業年度の末日）を12月31日に変更いたしました。そのため、平成29年

12月期第１四半期（平成29年１月１日から平成29年３月31日）と、比較対象になる平成28年12月期第１四半期（平成

28年４月１日から平成28年６月30日）の期間が異なるため、前年同四半期比については記載しておりません。

 

（１）業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善などから、緩やかな景気の回

復が期待される半面、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動等により不透明感の強い状況が継続しました。

　このような経済状況のなか、当社は半導体関連装置とともに、自動車設備関連装置の受注に注力し、工程管理

や原価管理の強化に努めてまいりましたが、開発要素の多い新規案件が重なったことで原価が増加し、短期的な

収益が悪化しました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高768百万円となり、営業利益０百万円、経常利益27百万

円、四半期純利益20百万円となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①半導体・自動車関連事業

　半導体・自動車関連事業は、車載用製造装置を中心に受注が増加した結果、全売上高の99.5％を占める半導

体・自動車関連事業の売上高は764百万円、セグメント利益は94百万円となりました。

②不動産・建築関連事業

　不動産・建築関連事業の売上高は３百万円、セグメント損失は８百万円となりました。

 

（２）財政状態の分析

　（資産）

　当第１四半期会計期間末における流動資産は2,838百万円となり、前事業年度末に比べ234百万円減少いたしま

した。これは主に、現金及び預金が112百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が304百万円減少したことに

よるものであります。固定資産は3,466百万円となり、前事業年度末に比べ267百万円増加いたしました。これは

主に、建設仮勘定が217百万円及び無形固定資産が56百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は6,304百万円となり、前事業年度末に比べ32百万円増加いたしました。

　（負債）

　当第１四半期会計期間末における流動負債は807百万円となり、前事業年度末に比べ265百万円減少いたしまし

た。これは主に、電子記録債務が109百万円及び短期借入金が100百円減少したことによるものであります。固定

負債は432百万円となり、前事業年度末に比べ269百万円増加いたしました。

　この結果、負債合計は1,240百万円となり、前事業年度末に比べ４百万円増加いたしました。

　（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は5,063百万円となり、前事業年度末に比べ28百万円増加いたし

ました。これは主に、当期純利益の計上により利益剰余金が20百万円増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は80.3％（前事業年度末は80.3％）となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。
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（４）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は３百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）生産・受注及び販売の実績

　当第１四半期累計期間における半導体・自動車関連事業は、半導体関連装置とともにパワー半導体等の自動車

設備関連装置の受注に注力した結果、当第１四半期の売上高は764百万円となりました。

 

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資金需要

当社の資金需要のうち主なものは、運転資金及び設備投資資金であります。

 

②契約債務

平成29年３月末現在の契約債務の概要は次のとおりであります。

区分
合計

（千円）

年度別要支払額

１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

（千円）

短期借入金 － － － － － －

１年内返済予定の

長期借入金
30,000 30,000 － － － －

長期借入金（１年内

返済予定のものを除く）
270,000 － 30,000 30,000 30,000 180,000

 

③財務政策

当社は現在、運転資金及び設備投資資金については、自己資金及び金融機関からの借入金により資金調達す

ることとしております。

また、当社は、運転資金の機動的かつ安定的な調達を可能にするため、主要取引金融機関と総額５億円の当

座貸越契約を締結しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　　　類 発行可能株式総数（株）

普 　通 　株 　式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種　　類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成29年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内　　容

普通株式 7,800,000 7,800,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 7,800,000 7,800,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式　
総数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金　
残高(千円)

平成29年１月１日～

平成29年３月31日
－ 7,800,000 － 1,186,300 － 2,757,259

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区　　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 28,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,742,300 77,423 －

単元未満株式 普通株式 29,700 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 7,800,000 － －

総株主の議決権 － 77,423 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄の株式数7,742,300株には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれてお

ります。また、議決権の数77,423個には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれておりま

す。

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名
又 は 名 称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱石井工作研究所

大分市東大道

二丁目５番60号
28,000 － 28,000 0.36

計 － 28,000 － 28,000 0.36

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

（１）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号）に基づいて作成しております。

（２）当社は、平成28年12月期より決算期を12月31日に変更いたしました。したがって、前事業年度は平成28年４月

１日から平成28年12月31日までの９ヶ月間となっております。これに伴い、前第１四半期累計期間は平成28年

４月１日から平成28年６月30日まで、当第１四半期累計期間は平成29年１月１日から平成29年３月31日までと

なっております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年１月１日から平成29

年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第39期事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三優監査法人

　第40期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間　　　有限責任監査法人トーマツ

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 437,365 549,405

受取手形及び売掛金 1,829,853 1,525,258

電子記録債権 233,315 143,973

商品及び製品 64,973 61,887

仕掛品 421,756 464,371

原材料及び貯蔵品 71,950 84,379

その他 35,347 31,230

貸倒引当金 △21,770 △21,800

流動資産合計 3,072,792 2,838,705

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 607,440 595,412

土地 1,776,743 1,776,743

建設仮勘定 － 217,346

その他（純額） 149,269 140,349

有形固定資産合計 2,533,453 2,729,853

無形固定資産 10,946 67,781

投資その他の資産 654,690 668,469

固定資産合計 3,199,090 3,466,104

資産合計 6,271,883 6,304,809

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 348,333 298,253

電子記録債務 355,505 246,189

短期借入金 100,000 －

1年内返済予定の長期借入金 － 30,000

未払法人税等 59,103 11,781

引当金 24,640 82,240

その他 185,599 139,497

流動負債合計 1,073,182 807,961

固定負債   

役員退職慰労引当金 7,518 8,933

長期借入金 － 270,000

その他 155,792 153,983

固定負債合計 163,310 432,916

負債合計 1,236,492 1,240,877

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,186,300 1,186,300

資本剰余金 2,757,259 2,757,259

利益剰余金 1,007,152 1,027,900

自己株式 △11,724 △11,783

株主資本合計 4,938,987 4,959,675

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 96,403 104,256

評価・換算差額等合計 96,403 104,256

純資産合計 5,035,390 5,063,931

負債純資産合計 6,271,883 6,304,809
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 650,303 768,290

売上原価 461,915 622,072

売上総利益 188,388 146,218

販売費及び一般管理費 138,033 145,669

営業利益 50,354 548

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 4,165 －

補助金収入 － 30,000

その他 3,004 2,736

営業外収益合計 7,171 32,736

営業外費用   

支払利息 3,512 737

固定資産除却損 － 3,786

為替差損 650 1,238

その他 0 －

営業外費用合計 4,163 5,762

経常利益 53,362 27,522

特別利益   

固定資産売却益 178,949 －

特別利益合計 178,949 －

税引前四半期純利益 232,311 27,522

法人税、住民税及び事業税 28,570 6,090

法人税等調整額 2,476 684

法人税等合計 31,046 6,775

四半期純利益 201,265 20,747
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契約に

基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 前　事　業　年　度
（平成28年12月31日）

 
 

当第１四半期会計期間
（平成29年３月31日）

当座貸越極度額の総額 500,000千円  500,000千円

借入実行残高 100,000  － 

差引額 400,000  500,000 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

 
 
 
 

当第１四半期累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

減価償却費 17,957 千円  21,695 千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

　配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 半導体・自動車関連事業 不動産・建築関連事業

売上高    

外部顧客への売上高 649,666 636 650,303

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － －

計 649,666 636 650,303

セグメント利益又は損失（△） 137,919 △6,581 131,337

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 131,337

全社費用（注） △80,982

四半期損益計算書の営業利益 50,354

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 半導体・自動車関連事業 不動産・建築関連事業

売上高    

外部顧客への売上高 764,725 3,565 768,290

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － －

計 764,725 3,565 768,290

セグメント利益又は損失（△） 94,591 △8,948 85,642

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 85,642

全社費用（注） △85,094

四半期損益計算書の営業利益 548

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 25円90銭 2円67銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 201,265 20,747

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 201,265 20,747

普通株式の期中平均株式数（株） 7,771,979 7,771,870

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年５月12日

株式会社石井工作研究所

取締役会　御中

 
 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野　澤　　 啓　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　㟢　　 健　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社石井工

作研究所の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第40期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年１月１日から

平成29年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社石井工作研究所の平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

その他の事項

会社の平成28年12月31日をもって終了した前事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成28年８月10日付で無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対して

平成29年３月24日付で無限定適正意見を表明している。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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